
○事業主体について

【法人格】無

※関連資料がある場合は、別途郵送下さい。

○計画素案策定地区について

重点密集市街地 ○ １．５ha

その他 ha

ha

ha

ha

○ １．５ha

実施体制

【設立年月日】昭和○○年△△月××日

【法人登記年月日】

【団体会則】有

業務委託予定先 △△都市計画コンサルタント

○○地区

◇◇県××市○○町◆丁目地内

地区名

所在地

【団体構成】構成員　３０名　うち計画素案策定地区内地権者２５名

【事務局】（事務所）　有　（職員）３名　うち常駐職員　２名 　 

【定期会合】有　　　（開催頻度）　１回／月

活動実績

・中心市街地活性化基本計画区域

面積

・密集市街地当該地区が存する地
域の種類・面積

（該当するものに○及びその
面積を記入してください。複
数の地域に重複して該当する
場合は、一方の面積をカッコ
書きで記入して下さい。）

・都市再生緊急整備地域

上位計画等における当該
地域の位置づけ、方針等

【上位計画の名称】××市都市計画マスタープラン
（当該地域に関する記載内容）防災上特に危険な重点密集市街地に指定されている○○
地区において 低限の安全性を早期に確保する。

・再開発法（2号地区　・　2項地区）

・防災再開発促進地区

まちづくり計画策定担い手支援事業　応募申請書　（様式１）

【当該地域の都市計画の内容】※既存の都市計画の内容がわかる資料を添付願います。
　・準住居地域、（建）６０％（容）２００％、防災再開発促進地区
【当該地域の課題】
　・狭小な敷地が多く、木造建築物が密集している。地区内道路は４ｍ未満のものが
　　多く、公園等の公共空地も皆無であり、基盤整備が殆ど進んでいないことから、
　　建替えができないまま老朽化が進んでいる木造建築物が多い。
　　地区内住民には高齢者も多いことから、防災面、環境面で大きな課題を抱えてい
る。
　・基盤整備が不十分であることから、開発行為も進んでいない。

○○地区まちづくり協議会

××市

【地区との関わり】
○○地区まちづくり協議会は、主に区域内地権者で構成された組織であり、昭和○○年
の結成当初から、区域内の地権者を対象に、より良いまちのあり方についての勉強会の
定期的開催やアンケートの実施等を行って来ている。
【本事業の実施に当たっての助言・協力者・業務委託などの体制】
今回の事業は、このまちづくり協議会が主体となり、××市○○課及び□□大学△△研
究室の協力も得ながら、専門コンサルトに調査等を委託して実施する予定である。

【活動目的】
・○○地区のまちづくり計画の策定
・まちづくりに関する普及、啓発および調査活動
・地元の文化的資源を活用したイベントの開催　　　等
【調査、計画づくりや提案の実績】有
（具体的提案内容）
・平成○年○月、××市と共同で○○地区街並みガイドラインを策定。
【県、市区町村から補助金を受けた活動の実績】有
（具体的交付内容）
・平成○年○月、××市より○○地区街並みガイドライン策定時に調査費の補助を
　受けた実績あり。
【その他の活動実績】
・定期会報の発行
・定期的な地域清掃活動や地域景観保全活動

１．５ha

　地区の現況・課題

※当該地域で現在定められて
いる都市計画の内容
※道路や建物の状況、開発の
動向
※生活環境や防災性等の問題
点
※計画素案を策定しようとす
る背景、動機等

応募団体名

推薦市区町村名



○事業内容について

事業の目的
及び内容

（素案の策定を予定
している都市計画の
種類、調査の内容

等）

平成　　　年
（1年目）

平成　　　年
（2年目）

計

事業費 ３００万円 300万円

国費 ３００万円 300万円

事業費 ３００万円 万円 300万円

国費 ３００万円 万円 300万円

事業費 100万円 100万円

国費 100万円 100万円

事業費 600万円 100万円 700万円

国費 600万円 100万円 700万円

国費以外の資金
の調達方法

○事業実施により期待される効果

まちづくり計画策定担い手支援事業 応募申請書　（様式２）

必要な経費
（要望額）

※事業が2ヵ年にわたる
場合は2年間に必要な経
費の内訳について記載

【周知の状況及び今後の見通し等】
当該区域の町会長及び役員に調査内容を説明のうえ了解を頂いた。
△月開催予定の総会で、意向未確認の地権者に対し調査内容を説明予定。

【策定しようとする都市計画提案素案の種類と内容】
　街並み誘導型地区計画
　
　（想定している制限内容・緩和手法等）
以下の制限を定めることにより、斜線制限の緩和と前面道路幅員による容積率制限を緩和
・壁面の位置の制限および壁面後退区域における工作物の設置制限
・建築物の容積率の 高限度
・建築物の敷地面積の 低限度

【素案作成のために行う調査等の内容】
　（基礎調査）
・当該地区の土地・建物の権利調査
・現況測量図の作成
・地区内地権者等の意向調査
　
（地区診断）
・地区の模型やパース等を活用したまちづくりプランの検討
・街並み誘導型地区計画を適用した場合の街並みのシミュレーション

【地区内における事業実施予定の有無】
　（再開発事業、道路整備事業など）
地区西側を通る県道の拡幅が都市計画決定されているが、着手時期は全く未定。

区分

提案素案作成

基礎調査

調査の実施に関
する地域への周
知・合意状況

【合意済地権者数】約２０名　（地区内全地権者数）約１００名

地区診断

計

・地区内道路等の拡幅など、基盤整備が進む。
・建築制限の緩和による誘導効果により、個別建替えが促進される。



検　　討　　フ　　ロ　　ー

※事業が2ヵ年にわたる場合は、各年度末に「完了実績報告」を記載し、2年間のスケジュールを記載して下さい。

まちづくり計画策定担い手支援事業 応募書 （様式３）

○○月

（平成○年）
○○月

○○月

○○月

（平成△年）
○○月

【提案素案の作成】
　○　街並み誘導型地区計画の提案素案の作成

【基礎調査①】
　○　現況調査
＜調査項目＞
　・建築規模・年数
　・道路、公園など公共施設の整備状況
　…

　○　成果の取りまとめ
　○　完了実績報告書の作成

＜記入例＞

【基礎調査②】
　○　地区の課題等の分析

【地区診断】
　○　地区の改善案の検討

　・街並みのシミュレーション
　・建築規制の緩和による建替え後の市街地イメージの
　　シミュレーション
　　…



対象地区の現況（写真）・位置図

　　　　　　　　　対象地区

写真①

写真①



記　入　欄

地区名 ○○地区

所在地 ◇◇県××市○○町◆丁目地内

応募団体名 ○○地区まちづくり協議会（任意団体）

代表者 国交　太郎

事務局（担当者）

（住　所）◇◇県××市○○町◆丁目△番□号
（電　話）○○○－△△△－××××
（担　当）町並　清
（Ｅ-mail）・・・・・・・・・・・・
（ホームページ）・・・・・・・・・・・

推薦市町村名 ××市

所属・担当者名 都市計画課　開発　進

連絡先（電話番号） ○○○－△△△－◇◇◇◇

　　（E-mail） ・・・・・・・・・・・・

推
薦
市
町
村
に
つ
い
て
※

※推薦市町村については、推薦がある場合のみ記入してください。
　推薦が得られていなくても応募は可能です。ただし、その場合、国土交通省から市町村に対して問い合わせることがあります。

応募団体等整理表

項　目

地
区
に
つ
い
て

応
募
団
体
に
つ
い
て


